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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

 

（2）物理化学的性状 

本物質は無色の液体である 1)。 

融点 -31.3℃2)、<-50℃3)、-50℃4)、-32℃5) 

沸点 203.3℃(760 mmHg)2)、203～204℃3),4)、203℃5) 

密度 0.9889 g/cm3 (20℃)2) 

蒸気圧 
0.303 mmHg (=40.4 Pa) (25℃)4)、 

0.2 mmHg (=30 Pa) (20℃)5) 

分配係数(1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水) (log Kow) 1.536)、1.402),5),7)、1.435) 

解離定数(pKa) 4.71(25℃)2)、4.69(25℃)4) 

水溶性(水溶解度) 
1.50×104 mg/L (20℃)8)、1.2×104 mg/L (20℃)5)、 

1.7×104 mg/L (25℃)5) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性 

好気的分解 

分解率：BOD 0%、TOC 2%、HPLC 3%（試験期間：4 週間、被験物質濃度：100 mg/L、

活性汚泥濃度：30 mg/L）6) 

 

化学分解性 

OH ラジカルとの反応性（大気中） 

反応速度定数：200×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN9)により計算） 

半減期：0.32～3.2 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3  10)と仮定し

て計算） 

物質名： m-トルイジン 

（別の呼称：3-アミノトルエン） 

CAS 番号：108-44-1 

化審法官報告示整理番号：3-186(トルイジンとして) 
化管法政令番号： 
RTECS 番号：XU2800000 
分子式：C7H9N 
分子量：107.16 
換算係数：1 ppm = 4.38 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式： 

NH2

CH3
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 加水分解性 
  安定（pH=7 及び 9、25℃、測定値）11) 
  
生物濃縮性（蓄積性がない又は低いと判断される化学物質 12)） 
  
土壌吸着性 

土壌吸着定数(Kom)：25.713) 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

トルイジン及びその誘導体並びにこれらの塩の合計値としての輸出量 14)・輸入量 14)の推移

を表 1.1 に示す。 

 
表 1.1 輸出量・輸入量の推移 

平成（年） 7 8 9 10 11 

輸出量（t）a),b) 430 340 317 326 268 

輸入量（t）a) 3,840c) 3,201 c) 4,073 c) 4,488 c) 4,773 b) 

平成（年） 12 13 14 15 16 

輸出量（t）a) ,b) 264 640 665 942 418 

輸入量（t）a) 5,235 b) 5,455 b) 4,230 b) 5,827 b) 6,051 b) 
注：a）普通貿易統計[少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より集計 

b）トルイジン及びその誘導体並びにこれらの塩の合計値を示す 
c）o-トルイジンを除いたトルイジン及びその誘導体並びにこれらの塩の合計値を示す 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、有機化学薬品の合成原料、おもにポリアゾ染料の中間体とされてい

る 1)。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は化学物質審査規制法第二種監視化学物質（通し番号:706）に指定されている。また、

トルイジン類は有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質及び水環境保全に向けた取組の

ための要調査項目に選定されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に評価する

こととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度

により評価を行っている。 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）第一種指定化学物質ではないため、排出量

及び移動量は得られなかった。 

 

(2)媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III Fugacity モデ

ル 1)により媒体別分配割合の予測を行った。予測結果を表 2.1 に示す。 

 
表 2.1 Level Ⅲ Fugacity モデルによる媒体別分配割合（％） 

排出媒体 大気 水域 土壌 大気/水域/土壌 
排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 12.6 0.0 0.0 0.0 
水 域 15.6 99.4 10.6 21.0 
土 壌 71.7 0.0 89.3 78.8 
底 質 0.1 0.6 0.1 0.1 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 
 

(3) 各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 各媒体中の存在状況 

幾何 算術 検出 調査 
媒 体 

平均値 平均値
最小値 最大値

下限値 
検出率 

地域 
測定年 文献

                     

一般環境大気  µg/m3 < 0.1 < 0.1 < 0.00002 < 0.1 0.00002～0.1 0/12 全国 1985～1986 2)
  < 0.00086 < 0.00086 < 0.00086 < 0.00086 0.00086 0/1 川崎市 1999 3)
                     

室内空気 µg/m3                  

                     

食物 µg/g                  

                     

飲料水 µg/L                  

                     

地下水 µg/L < 0.006 < 0.006 < 0.006 < 0.006 0.006 0/10 全国 2003 4)
                  
土壌 µg/g                  

                     

公共用水域・淡水   µg/L < 0.006 < 0.006 < 0.006 < 0.006 0.006 0/30 全国 2003 4)
    < 0.2 < 0.2 < 0.2 < 0.2 0.2 0/6 全国 1998 5)
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幾何 算術 検出 調査 
媒 体 

平均値 平均値
最小値 最大値

下限値 
検出率 

地域 
測定年 文献

公共用水域・海水   µg/L < 0.006 < 0.006 < 0.006 < 0.006 0.006 0/10 全国 2003 4)
    < 0.2 < 0.2 < 0.2 < 0.2 0.2 0/7 全国 1998 5)
           
底質(公共用水域・淡水) µg/g < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 0/6 全国 1998 5)
                     

底質(公共用水域・海水) µg/g < 0.01 < 0.01 < 0.01 < 0.01 0.01 0/7 全国 1998 5)
           

 

（4）人に対するばく露量の推定（一日ばく露量の予測最大量） 

地下水の実測値を用いて、人に対するばく露の推定を行った（表 2.3）。化学物質の人による

一日ばく露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 m3、2 L
及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.3 各媒体中の濃度と一日ばく露量 

  媒 体 濃 度 一 日 ば く 露 量 
  大気   
  一般環境大気 評価に耐えるデータは得られなかった

（限られた地域で 0.00086 µg/m3 未満の

報告がある（1999）） 

評価に耐えるデータは得られなかった

（限られた地域で0.00026 µg/kg/day未満

の報告がある） 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
平     
  水質   
  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.00024 µg/kg/day 未満程度 
均 公共用水域・淡水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.00024 µg/kg/day 未満程度 
      
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
      
  大気   
  一般環境大気 評価に耐えるデータは得られなかった

（限られた地域で 0.00086 µg/m3 未満の

報告がある（1999）） 

評価に耐えるデータは得られなかった

（限られた地域で0.00026 µg/kg/day未満

の報告がある） 
  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
最     
 水質   
大 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.00024 µg/kg/day 未満程度 
値 公共用水域・淡水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.00024 µg/kg/day 未満程度 
      
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
        

 
人の一日ばく露量の集計結果を表 2.4 に示す。 
吸入ばく露の予測最大ばく露濃度を設定できるデータは得られなかったが、限られた地域（川

崎市）のデータを用いた場合には 0.00086 µg/m3未満の報告があった。 
経口ばく露の予測最大ばく露量は、地下水のデータから算定すると 0.00024 µg/kg/day 未満程

度であった。本物質は蓄積性が低いと判断されているため、環境媒体から食物経由で摂取され

るばく露量は小さいと考えられる。 
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表 2.4 人の一日ばく露量 

  媒体   平均ばく露量（µg/kg/day） 予測最大ばく露量（µg/kg/day） 
大気  一般環境大気 {0.00026} {0.00026} 
   室内空気   
   飲料水   

水質  地下水 0.00024 0.00024 
   公共用水域・淡水 (0.00024) (0.00024) 

 食物     
 土壌     

 経口ばく露量合計 0.00024 0.00024 

 総ばく露量 0.00024 0.00024 
注：1）アンダーラインを付した値は、ばく露量が「検出(定量)下限値未満」とされたものであることを示す 

2）（ ）内の数字は、経口ばく露量合計の算出に用いていない 
3）{ }内の数字は、限られた地域で実施された調査データから算出したものである 
 

 

(5) 水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.5 のように整理した。 
水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡

水域、海水域ともに 0.006 µg/L 未満程度となった。 

 
表 2.5 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 
淡 水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.006 µg/L 未満程度（2003） 

    
海 水 0.006 µg/L 未満程度（2003） 0.006 µg/L 未満程度（2003） 

    注：1）（ ）内の数値は測定年を示す 
2）公共用水域・淡水は、河川河口域を含む 
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 ３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 
14C でラベルした o-体塩酸塩 50 mg/kg をラットに強制経口投与した結果、主要な排泄経路は

尿中で、6 時間で投与した放射活性の 55％、24 時間で 92％、72 時間で 95％が尿中に排泄され

た。72 時間の尿中放射活性のうち、39％が未変化体、55％が 4-アミノ-3-メチルフェノールの抱

合体であり、未変化体の 78％が 6 時間、4-アミノ-3-メチルフェノール抱合体の 83％が 12 時間

で排泄されたものであった。また、o-、m-、p-体 500 mg/kg をラットに強制経口投与した結果、

24 時間での未変化体の尿中排泄は o-体で 21％であったが、m-、p-体ではそれぞれ 2.5％と少な

く、その後も未変化体の尿中排泄に有意な増加はなかった。なお、尿中代謝物の定量化はでき

なかったが、m-体では 4-アミノ-2-メチルフェノール及び 2-アミノ-4-メチルフェノール、p-体で

は 2-アミノ-5-メチルフェノールの各抱合体が検出されており、代謝には異性体間で大きな差は

なく、芳香環が水酸化された後に抱合化を受けて排泄されることが示された 1) 。 
ラットの尾に o-、m-、p-体を 0.25～1.25％の濃度で 6 時間塗布した結果、m-、p-体では容易に

吸収されて用量に依存した血中濃度の増加がみられたが、o-体の血中濃度は低かった 2) 。 
イヌに o-、m-、p-体の塩酸塩 111 mg/kg を静脈内投与した結果、各異性体の血中濃度は 2 相性

の消失を示し、消失速度もほぼ同じであった。o-体の投与で血中のニトロソトルエンは未検出

であったが、m-、p-体ではそれぞれに対応したニトロソトルエンが血中から検出され、m-ニト

ロソトルエンは 30 分後にピークを示してゆっくりと減少し、5 時間後にはピーク濃度の 1/3 と

なった。p-ニトロソトルエンでは、ピークは 5 分後に m-体の約 1/3 の濃度でみられ、2 時間後に

はピーク濃度の半分となったが、以後の減少はより緩慢であった 3) 。 
この他にも本物質の代謝物として、経口投与したラットの尿で m-アミノ安息香酸 4) 、ウサギ

の肝ミクロソームを用いた in vitro 試験で 4-アミノ-2-メチルフェノール 5) が検出されている。 
ラットに o-、m-、p-体 75 mg/kg を 3 日間腹腔内投与し、肝臓、腎臓、肺の薬物代謝酵素を調

べた結果、o-体では各臓器でアリール炭化水素水酸化酵素（AHH）活性が増加し、特に腎臓で

顕著で、肝臓の NADPH チトクローム c 還元酵素活性及びチトクローム b5含量も増加した。m-
体では肝臓のグルタチオン S-トランスフェラーゼ（GST）活性のみが増加し、p-体では肝臓の

GST 及びエポキシド加水分解酵素活性は増加、AHH 及びアミノピリンメチル基分解酵素活性、

チトクローム P-450 含量が減少し、これらの臓器での酵素誘導には異性体による相違がみられ

た 6) 。 
なお、13 種類の単環芳香族アミンをラットに強制経口投与してヘモグロビン付加体を測定し、

その程度を結合指数として示すと 569（p-クロロアニリン）から 0.7（2,4,5-トリメチルアニリン）

の範囲にあり、トルイジン（o-体 4.9、m-体 4.3、p-体 2.3）は相対的に低かった 7, 8) 。 
 
 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 9)  
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表 3.1 急性毒性 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 450 mg/kg 
マウス 経口 LD50 740 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 750 mg/kg 
ネコ 経口 LD50 > 50 mg/kg 

ウサギ 経皮 LD50 3,250 mg/kg 
 

本物質は眼、皮膚を刺激し、血液に影響を与えてメトヘモグロビンを生成することがあり、

高濃度のばく露は腎臓や膀胱の障害の原因となることがある。吸入や経口摂取すると唇や爪、

皮膚のチアノ－ゼ、眩暈、頭痛、息苦しさ、息切れ、脱力感を生じ、皮膚に付くと吸収されて

同様の症状を生じる可能性があり、眼に付くと発赤や痛みを生じる 10) 。 
 

② 中・長期毒性  

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、100、200、400 mg/kg/day を 14 日間強

制経口投与した結果、100 mg/kg/day以上の群で大球性貧血、腎臓及び脾臓相対重量の増加、

肝臓及び脾臓の色素沈着及び髄外造血の亢進、褐色尿、200 mg/kg/day 以上の群で体重増加

の抑制、尿細管上皮の色素沈着及び好酸性小滴などの有意な影響を認めた 11) 。この結果か

ら、LOAEL は 100 mg/kg/day であった。 
イ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 13 匹を 1 群とし、交尾前 2 週から 0、30、100、300 mg/kg/day

を雄には 42 日間、雌には哺育 3 日目まで強制経口投与した結果、100 mg/kg/day 以上の群

で流涎、大球性貧血、肝臓及び脾臓の色素沈着及び髄外造血の亢進、尿細管上皮の色素沈

着及び好酸性小滴、再生尿細管の増加、褐色尿、300 mg/kg/day 群で体重増加の抑制、活動

性の低下、小葉中心部肝細胞で軽度の腫脹、A/G 比及び GOT の増加などの有意な影響を認

めた。また、30 mg/kg/day 群でみられた脾臓の色素沈着及び髄外造血の程度は対照群より

強度であり、雌の 2 例では腎臓の病変（近位尿細管上皮細胞の空胞化、壊死、髄質の再生

尿細管など）もみられた 11) 。この結果から、LOAEL は 30 mg/kg/day であった。 
ウ）ラット（系統等不明）に 0、280 mg/kg/day を 90 日間（3 日/週）強制経口投与した結果、

280 mg/kg/day 群で体重増加の抑制、脾臓重量の増加、貧血（酸化ヘモグロビン及び赤血球

数の減少）、スルホン化ヘモグロビン量の増加、ハインツ小体の出現などを認めた 12) 。こ

の結果から、LOAEL は 280 mg/kg/day（ばく露状況で補正：120 mg/kg/day）であった。 
エ）Wistar ラット雄 8 匹を 1 群とし、0、40、80、160 mg/kg/day を 3 ヶ月間混餌投与した結果、

40 mg/kg/day 以上の群の肝臓でグルタチオン（GSH）及びチオバルビツール酸反応物質

（TBARS）濃度、80 mg/kg/day 以上の群でメトヘモグロビン（MetHb）、160 mg/kg/day 群

で血中尿素窒素の有意な増加を認めた。なお、同時に実施した o-、p-体では投与期間の増

加とともに MetHb 濃度は大きく増加したが、本物質の場合には 1、3 ヶ月後の MetHb 濃度

は同程度であった 13) 。この結果から、LOAEL は 40 mg/kg/day であった。 
オ）21 種類の芳香族アミン類に対する一連の発がん性試験の中で、Sprague-Dawley ラット雄

25 匹を 1 群とし、本物質の塩酸塩を 0、0.8、1.6％の濃度で 3 ヶ月間混餌投与した後に 0、
0.4、0.8％に変更して 15 ヶ月間、あるいは CD-1 マウス雌雄各 25 匹を 1 群として 0、1.6、
3.2％を 5 ヶ月間、その後雄では 0、0.4、0.8％に、雌では 0、0.8、1.6％に変更して 13 ヶ月

間混餌投与した結果が報告 14) されており、非発がん影響については投与に関連した非腫瘍
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性の変性や炎症性の病変に限って言及するとされているが、本物質でその記載はなかった。

また、10％以上の体重増加の抑制か、投与による死亡がみられた場合には用量を減らすと

いう実験計画であったことから、ラットでは 0.8％以上で 3 ヶ月後までに、マウスでは 1.6％
以上で 5 ヶ月後までに体重増加の抑制か、死亡がみられ、マウスでは雌よりも雄で強い影

響がみられていたことになる。 
 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雌雄各 13 匹を 1 群とし、交尾前 2 週から 0、30、100、300 mg/kg/day
を雄には 42 日間、雌には哺育 3 日目まで強制経口投与した結果、雌雄の交尾及び受胎能力

や胚の着床に対する影響はみられず、分娩状態にも異常はなかったものの、100 mg/kg/day
群の 2/10、300 mg/kg/day 群の 11/11 で早期全胚吸収がみられ、300 mg/kg/day 群の出産率は

0％であった。また、分娩後に哺育活動を行わず、半数以上の出生仔が死亡した匹数は 30 
mg/kg/day 群で 2/11、100 mg/kg/day 群で 3/10 であり、仔の体重も低い傾向を認め、哺育機

能が障害される可能性も示唆された。しかし、投与に関連した外表及び内臓の異常はなか

った 11) 。この結果から、LOAEL は 30 mg/kg/day であった。 
イ）マウス（系統不明）に o-、m-、p-体 200 mg/kg を単回経口投与した結果、o-、p-体では睾

丸の DNA 合成に同程度の阻害（有意差あり）がみられたが、m-体で阻害はみられなかっ

た 15) 。 
ウ）Sprague-Dawley ラット雄 25 匹を 1 群とし、本物質の塩酸塩を 0、0.8、1.6％の濃度で 3

ヶ月、その後 0、0.4、0.8％に変更して 15 ヶ月間混餌投与した発がん性試験 14) では、生殖

器官の非発がん影響についても検査の対象にしたとされているが、投与に関連した影響が

あったとした記載はなかった。 
 

④ ヒトへの影響 

ア）トルイジン（異性体不明）はアニリンと同様の症状を生じ、チアノ－ゼはアニリンより

もやや軽いが、排尿痛や血色素尿はより強く現れ、体温の低下や貧血を起こす 16) 。 
イ）本物質を含む異性体混合物に対する職業ばく露の経験では、40 ppm（176 mg/m3）に 60

分間ばく露されると重度の中毒症状を引き起こし、10 ppm（44 mg/m3）でもばく露が長引

けば疾病症状の原因となる。5 ppm（22 mg/m3）以上の濃度は労働環境として十分な条件で

はない 17) 。 
ウ）本物質は職業ばく露を受けていないヒトの血液、尿で検出されており、喫煙者と非喫煙

者で量的な差はみられなかった 18, 19) 。また、トルイジンのヘモグロビン付加体は芳香族ア

ミン類の中でも相対的に高い濃度で検出されており、o-、p-体では非喫煙者よりも喫煙者で

高い傾向がみられたが、m-体では喫煙の有無による差はほとんどなく、o-、p-体よりも高

い濃度で検出される傾向にあった 20, 21, 22) 。このため、職業ばく露や喫煙の他にも m-体のば

く露源があるものと考えられ、その一つとして食品に残留した農薬（フェンメディファム

など）の代謝が指摘されている 19) 。 
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（3）発がん性 

①主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2 に示

すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関（年） 分  類 

WHO IARC － 評価されていない 

EU EU － 評価されていない 

EPA － 評価されていない 

ACGIH（1996 年） A4 ヒトに対する発がん性物質として分類できない USA 

NTP － 評価されていない 

日本 日本産業衛生学会 － 評価されていない 

ドイツ DFG － 評価されていない 
 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、ネズミチフス菌 23, 24, 25, 26, 27) 、大腸菌 26) で遺伝子突然変異、チャイ

ニーズハムスター肺細胞（CHL/IU）で染色体異常 28) 、枯草菌で DNA 傷害 29) 、ラット肝

細胞で不定期 DNA 合成 26) を誘発しなかった。 
in vivo 試験系では、経口投与したマウスの睾丸 15) 、腹腔内投与した離乳前のマウスの腎

臓及び肝臓 30) で DNA 合成阻害はみられず、腹腔内投与したマウスで姉妹染色分体交換を

誘発しなかった 31, 32) との報告がある。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

Sprague-Dawley ラット雄 25 匹を 1 群とし、本物質の塩酸塩を 0、0.8、1.6％の濃度で 3
ヶ月間混餌投与した後に 0、0.4、0.8％に変更して 15 ヶ月間投与し、その後 6 ヶ月間観察し

た結果、腫瘍の発生増加はみられなかった 14) 。 
また、CD-1 マウス雌雄各 25 匹を 1 群として 0、1.6、3.2％を 5 ヶ月間、その後雄では 0、

0.4、0.8％に、雌では 0、0.8、1.6％に変更して 13 ヶ月間混餌投与し、その後 3 ヶ月間観察

した結果、雄の 1.6→0.8％群でのみ、肝腫瘍の増加（有意でない）がみられた 14) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性に関する知見は得られなかった。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断できな

い。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基づき

無毒性量等を設定することとする。 
経口ばく露については、中・長期毒性イ）のラットの試験から得られた LOAEL 30 mg/kg/day

（脾臓の色素沈着及び髄外造血など）を LOAEL であるために 10 で除し、さらに試験期間が短

かったことから 10 で除した 0.3 mg/kg/day が信頼性のある最も低用量の知見であると判断し、

これを無毒性量等として設定する。 
吸入ばく露については、無毒性量等の設定はできなかった。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露量 予測最大ばく露量 無毒性量等 MOE 

飲料水 － － － 
経口 

地下水 0.00024 µg/kg/day 未満程度 0.00024 µg/kg/day 未満程度
0.3 mg/kg/day ラット 

130,000 超
 
経口ばく露については、地下水を摂取すると仮定した場合、平均ばく露量、予測最大ばく露

量はともに 0.00024 µg/kg/day 未満程度であった。無毒性量等 0.3 mg/kg/day と予測最大ばく露量

から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた MOE（Margin of 
Exposure）は 130,000 超となる。なお、環境に由来する食物からのばく露量は少ないと推定され

ているため、食物からのばく露量によって MOE が大きく変化することはないと考えられる。 
従って、本物質の経口ばく露による健康リスクについては、現時点では作業は必要ないと考

えられる。 
 

表 3.4 吸入ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露濃度 予測最大ばく露濃度 無毒性量等 MOE 

環境大気 － － －  
吸入 
 室内空気 － － 

－ － 
－ 

 
吸入ばく露については、無毒性量等が設定できず、ばく露濃度も把握されていないため、健

康リスクの判定はできなかった。なお、本物質の環境中への排出量は得られていないが、本物

質の大気中での半減期は 0.32～3.2 時間と推定され、環境中では大気以外の媒体にほとんどが分

配されると予測されているため、本物質の一般環境大気からのばく露による健康リスクの評価

に向けて吸入ばく露の知見収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用可能性を確認

したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 
  

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 急 

性 
慢 
性 

毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類 エンドポイント

／影響内容

ばく露期間 
[日] 

試験の

信頼性 
採用の

可能性
文献 
No. 

藻類 － － － － － － － － － － 

甲殻類 ○  730 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 1)-5675

魚類 － － － － － － － － － － 

その他 ○  278,000 Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ属 IGC50  GRO 60 時間 B B 1)-17313

 ○  370,000 
Tetrahymena 
pyriformis 

テトラヒメナ属 EC50   GRO 1 C C 1)-11258

 ○  463,000 
Spirostomum 
ambiguum 

原生動物 EC50    DVP 2  B B 1)-19880

 ○  680,000 
Spirostomum 
ambiguum 

原生動物 LC50   MOR 2 B B 1)-19880

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 

A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
エンドポイント 

EC50（Median Effective Concentration）：半数影響濃度、LC50（Median Lethal Concentration）：半数致死濃度、 
IGC50（Median Inhibition Growth Concentration）：半数成長阻害濃度 

影響内容 
GRO（Growth）：成長、MOR（Mortality）：死亡、DVP（Development）：発生 

 
評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度（PNEC）導出のために採用した。その知見の

概要は以下のとおりである。 

 
1）甲殻類 

Hermens ら 1)-5675はオランダ NEN の試験方法（concept NEN 6501；6502, 1980）と Canton らの

方法（1975）に準拠し、オオミジンコ Daphnia magna の急性毒性試験を実施した。試験は止水

式で行われ、試験濃度は公比 3.2 に設定された。試験用水にはオランダ標準水（Dutch Standard 
Water、硬度約 1 mmol/L）が用いられた。実測濃度に基づく 48 時間半数致死濃度（LC50）は 730 
µg/L であった。 
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2）その他 

 Schultz と Moulton 1)-17313はテトラヒメナ属 Tetrahymena pyriformis を用いて個体群成長阻害試

験を行った。試験は止水式で行われ、設定試験濃度区は対照区の他に 5 濃度区であった。試験

溶液の調製には、助剤としてジメチルスルホキシド（DMSO）が 300 µL/ 50mL 以下の濃度で用

いられた。60 時間半数成長阻害濃度（IGC50）は 278,000 µg/L であった。 

 

（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセ

スメント係数を適用し、予測無影響濃度（PNEC）を求めた。 
 
急性毒性値 
甲殻類  Daphnia magna 48 時間 LC50  730 µg/L 
その他  Tetrahymena pyriformis 成長阻害；60 時間 IGC50  278,000 µg/L 
アセスメント係数：1,000 [1 生物群（甲殻類）及びその他の生物の信頼できる知見が得られ

たため] 
その他の生物を除き、甲殻類の 730 µg/L をアセスメント係数 1,000 で除することにより、急

性毒性値に基づく PNEC 値 0.73 µg/L が得られた。 

 
慢性毒性値については信頼できる知見が得られなかったため、本物質の PNEC としては、甲

殻類の急性毒性値から得られた 0.73 µg/L を採用する。 

 

 (3) 生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水質 平均濃度 最大濃度（PEC） PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 0.006µg/L未満程度（2003） 0.006µg/L未満程度（2003） <0.008 

公共用水域・海水 0.006µg/L未満程度（2003） 0.006µg/L未満程度（2003） 
0.73 

µg/L <0.008 
注：1）水質中濃度の（ ）内の数値は測定年を示す  

2）公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
 

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］

 
 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域、海水域ともに 0.006 µg/L 未

満程度であり、検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度

（PEC）は、淡水域、海水域ともに平均濃度と同様であった。 
予測環境中濃度（PEC）と予測無影響濃度（PNEC）の比は、淡水域、海水域ともに 0.008 未

満となるため、現時点では作業は必要ないと考えられる。 
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